


有明海問題の正念場の年を迎えました 

 

有明海再生機構 理事長 荒牧 軍治 

 

2000 年（平成 12 年）に大規模なノリの色落ち被害が発生し、海上デモ、裁判闘争、公

害等調整委員会における調停などが続き、「有明海異変」として社会問題化ましたが、2007

年に諫早湾干拓事業が完工し、対立の構図は収束を迎えたと思われました。ところが、諫

早干拓と漁業被害との関連を争う裁判において、2008 年に佐賀地裁が、2010 年に福岡高裁

が、諫早湾とその近傍に限っては、堤防による締切と漁業被害との間に一定の因果関係を

認め、防災上やむを得ない場合の除き、「5 年間の潮受け堤防排水門開放」を国に命ずる判

決を下し、菅総理の決断により政府が上告しなかったため、判決が確定しました。判決で

準備期間として設定された 3 年が今年 12 月に切れるため、政府はそれまでに準備を終えて

開門調査を実施することを表明し、2013 年と 14 年の調査費として 290 億円の予算も確保

しました。開門調査の実施は司法で決着のついている問題なので、別の司法判断が出ない

限り、行政機関である長崎県はいずれかの時点で調査を受け入れると思われますが、干拓

農地に入植した農民、防災上の懸念を抱く一部の諫早市民が実力を用いて準備作業を実力

で妨害する自体も考えられ、調査開始の期限と設定されている平成 25 年 12 月に開始でき

るかどうか微妙な状況にあります。 

農業用水を確保するための海水淡水化装置の建設費だけで 240 億円の巨費を投じる開門

調査にもかかわらず、開門調査でどのような調査を実施し、そこから何が理解できるのか

について十分な情報の開示と議論がされているとは言えません。また、農水省が実施する

調査だけでは得られない情報を大学、水産センター等の調査研究機関がどのように取得す

るかについての計画も明らかにされていません。有明海再生機構は、今年 1 年、開門調査

に関する資料・計画をできる限り収集整理し、開門調査総合検討部会で徹底的に議論し、

その成果を広く公表する作業を進めたいと考えています。 

原告団と佐賀県関係者は、調整池内の管理水位を−1m〜-1.2m に保持するケース 3−2（部

分開門）で開門調査を開始することを認めていますが、一定期間後には「全開門」を求め

ることも表明しています。部分開門だけを実施し、裁判が命じた 5 年間が終了したら水門

を閉じる事を表明している農林水産省と、原告団とが全開門の実施を巡って対立すること

は、火を見るより明らかなので、部分開門で得られたデータを読み解き、全開門をすれば

何が新たに理解可能となるのかを議論し、判断する機関・組織が絶対に必要ですが、どこ

がそれを担うのかについて決まっていませんし、議論されてもいません。部分開門だけを

実施すると表明している農林水産省にはそのような機関のことなど念頭に無いでしょうか

ら、全開門を求めつつ部分開門による開門調査を認めた佐賀県が強く求める事柄だと思わ

れます。有明海再生機構は、開門調査で何が分かり、何が分かっていないか、全開門をす

れば何が分かるのかを整理し、以後の開門調査の方向性についても提言したいと考えてい



ます。 

 

社会的な関心は開門調査に集中していますが、長期的な視点で有明海とどのように向き

合うのかについても議論を深めていく必要があります。長期的な議論をする際のキーワー

ドは「継続性」「持続可能性」です。 

佐賀県のノリ養殖は、天候に恵まれて 10 年連続収穫量日本一の座を確保していますが、

消費パターンの変化により一枚あたりの単価は減少傾向にあります。また、グローバル化

の一層の進展により、外国産ノリの輸入拡大が国内産ノリのシェアを奪うことも懸念され

ています。重要な基幹産業であるノリ養殖をどのように持続させるかについての、技術的、

経済・社会的検討を早急に行う必要があります。 

また、アサリ、タイラギ、サルボウ、アゲマキ等の二枚貝を持続的に生産できる体制を

構築することも急がなければなりません。貧酸素等で悪化した海況環境を改善するには二

枚貝の増加が最も有効であることが明らかになっていますので、その点からも二枚貝を増

やす努力が求められています。二枚貝の生活史と環境との関連についての研究の進展によ

り、10 年前よりは多くの科学的知見が得られていますが、増殖に結びつく技術の確立まで

には至っていません。研究機関、行政、漁民が一体となって取り組むべき課題です。 

有明海再生のもう一つの目標である「個性的で豊かな海・有明海の保全」の観点におい

ても、キーワードは「持続性」です。有明海の環境悪化で多くの個性的な生物が減少して

しまいましたが、それでも他の海域に比較すると、特異で多様な生物が生存する「豊かな

海」です。先ずは、これ以上減らさないためには何をしなければいけないかを考える必要

があります。そして、できれば「より豊かな海」にする道筋を考えなければなりません。

そのためには漁業生産だけを考えた海ではなく、「きれいな海」だけを考えた環境基準だけ

でなく、水産資源にならない生物群を含めた「豊かな海」をどのように作り出し、持続さ

せるかについて、叡智を集結する必要があります。 

有明海再生機構は、長期的に持続可能な有明海をどのように構築するかについて、次世

代を担う若い研究者を含めた再生道筋検討部会で議論を深め、その成果を広く公表したい

と考えています。 

 

有明海再生機構は、最低 10 年間は活動することを目標に平成 17 年に設立し、既に 8 年

が経過しました。5 年間の開門調査が始まるこの時期に、継承機関を何ら準備することなく

再生機構を解散させることは考えにくいので、再生機構の存続・改編を真剣に議論しなけ

ればなりません。残された時間は 2 年間、今年度中には結論を出すべき必要があると認識

しています。 

有明海再生機構にとっても、今年は間違いなく「正念場」の年です。 

 

平成 25 年 5 月 



平成２４年度 有明海再生機構 活動実績 

 

平成２４年  

 ４月２０日 第１回 研究企画委員会開催 

 ４月２４日 第１回 開門調査総合検討部会開催 

 ５月２６日 平成２４年度第 1回理事会開催理 

       （於佐賀大学理工学部多目的セミナー室） 

 ５月２６日 平成２４年度通常総会開催（於佐賀大学理工学部多目的セミナー室） 

 ５月２６日 平成２４年度成果発表会開催 

       （於佐賀大学理工学部都市工学科大講義室） 

 ５月２６日 有明海再生機構ポスターセッション開催 

       （於佐賀大学理工学部６号館ロビー） 

 ６月 ６日 有明海再生に係る研究費等助成事業公募開始 

 ６月 ４日 有明玄海・環境対策特別委員会（荒牧理事長参考人招致） 

 ６月２０日 第２回 研究企画委員会開催 

 ７月 ５日 漁業関係者との意見交換会開催（於佐賀県水産会館） 

 ７月 ７日 第２回 開門調査総合検討部会開催 

 ７月１０日 佐賀県有明海沿岸市町水産振興協議会総会、理事長講演 

       （於グランデはがくれ） 

 ７月２０日 ニューズレター（ABRO）第２１号発刊 

 ８月１８日 再生道筋検討部会 公開部会開催 

       （於佐賀大学理工学部多目的セミナー室） 

 ９月１１日 ニューズレター（ABRO）第２２号発刊 

 ９月２１日 有明海講座開催（於アバンセ） 

１０月 ３日 第３回 開門調査総合検討部会開催  

１２月１７日 第３回 研究企画委員会開催 

平成２５年 

 １月１６日 ニューズレター（ABRO）第２３号発刊 

 ２月 ８日 第４回 研究企画委員会開催 

 ３月 ３日 第５回 研究企画委員会開催 

 ３月１２日 みずほ情報総研 相馬明郎氏との意見交換開催 

       （於アバンセ） 

 ３月２８日 平成２４年度 講演録発刊 
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１ 会議等の実施状況 

 

（１）理事会・総会・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 
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（１）理事会・総会 
 
理事名簿 

理事長 荒牧 軍治 (佐賀大学 名誉教授) 

副理事長 松岡 數充 (長崎大学 教授) 

副理事長 小松 利光 (九州大学 特命教授) 

副理事長 堤  裕昭 (熊本県立大学 教授) 

副理事長 大串 浩一郎 (佐賀大学 教授) 

理事  中田 英昭 (長崎大学 教授) 

理事  瀬口 昌洋 (佐賀大学 教授)

 

平成２４年度開催状況 

【第 1 回 理事会】 

日 時：平成 24 年 5 月 26 日（土） 10：30～11：00 

場 所：佐賀大学理工学部 6 号館２階 多目的セミナー室 

    佐賀市本庄町一番地 

議 案： 

第 1 号議案 平成２３年度事業報告及び収支決算の承認に関する件 

 第２号議案 平成２４年度事業計画及び収支予算の決定に関する件 

 第 3 号議案 役員の選任に関する件 

 第 4 号議案 組織体制に関する件 

要 旨： 

 平成 24 年度第１回理事会を開催し、平成 23 年度事業報告・決算報告、平成

24 年度事業計画・予算報告、役員の選任、組織体制についてご審議いただき

ました。 

 事務局から平成 23 年度事業報告・決算案報告、平成 24 年度事業計画案・予

算報告案、任期満了に伴う役員の選任が必要な旨、組織体制案について説明後、

ご審議いただき、役員の選任他、議案どおり承認及び決定されました。 

 

【平成２４年度 通常総会】 

日 時：平成 24 年 5 月 26 日（土） 11：00～11：30 

場 所：佐賀大学理工学部 6 号館２階 多目的セミナー室 

    佐賀市本庄町一番地 

議 案： 

 第１号議案 平成２３年度事業報告及び収支決算の承認に関する件  

 第２号議案 平成２４年度事業計画及び収支予算の決定に関する件 

 第 3 号議案 組織体制に関する件 

要 旨： 

 平成 24 年度通常総会を開催し、平成 23 年度事業報告・決算報告、平成 24
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年度事業計画・予算報告、組織体制についてご審議いただきました。 

 事務局から理事会において平成 23 年度事業報告・決算案報告、平成 24 年度

事業計画案・予算報告案、役員の選任、組織体制案について説明、理事会での

承認を受けたことの報告後、ご審議いただき、議案どおり承認及び決定されま

した。 

 

【補足資料】 

・平成２３年度収支決算概略 

収入 支出 

  会費収入 7,925 千円 自主事業 14,683 千円 

  補助金等 6,700 千円 受託事業 11,317 千円 

  受託事業 11,300 千円 管理費 1,122 千円 

  その他 2 千円 

収入 計 25,927 千円 支出 計 27,124 千円 

 

・平成２４年度収支予算概略 

収入 支出 

  会費収入 5,750 千円 自主事業 12,760 千円 

  補助金等 6,600 千円 受託事業 13,200 千円 

  受託事業 13,200 千円 管理費 1,015 千円 

収入 計 25,550 千円 支出 計 26,975 千円 

 

・役員名簿（H24.07.01～H26.06.30） 

  理事長 荒牧 軍治 

  副理事長 松岡 數充 

  副理事長 小松 利光 

  副理事長 堤 裕昭 

  副理事長 大串 浩一郎 

  理事   中田 英昭 

  理事   瀬口 昌洋 

  監事   井田 出海 

  

※特定非営利活動促進法の一部を改正する法律が平成 24 年度 4 月 1 日 

より施行 
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・組織体制（概略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

部会 

開門調査総合検討部会 

再生道筋検討部会 

総会 理事会 

研究企画委員会 
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理事会の様子 
 
 

 
 

通常総会の様子 
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（２）研究企画委員会 
 
研究企画委員会メンバー 

理事長  荒牧 軍治 (佐賀大学 名誉教授) 

副理事長 松岡 數充 (長崎大学 教授) 

副理事長 小松 利光 (九州大学 特命教授) 

副理事長 堤  裕昭 (熊本県立大学 教授) 

副理事長 大串 浩一郎 (佐賀大学 教授) 

委員   速水 祐一 (佐賀大学 准教授) 

顧問   楠田 哲也 (九州大学 名誉教授） 

顧問   川上 義幸 (佐賀大学 監事) 

 

平成２４年度検討状況 

【第１回 研究企画委員会】 

日 時：平成２４年４月２０日（金）１５：３０～１７：３０ 

場 所：特定非営利活動法人有明海再生機構 事務室 

議 事： 

１．平成２４年度事業計画（案）について 

２．シンポジウムの開催について 

３．その他 

  役員変更について 

  今後の予定について 

 

【第２回 研究企画委員会】 

日 時：平成２４年６月２０日（金）１５：００～１７：３０ 

場 所：特定非営利活動法人有明海再生機構 事務室 

議 事： 

１．有明海再生機構の今後の活動について 

２．その他 

  今後の予定について 

 

【第３回 研究企画委員会】 

日 時：平成２４年１２月１７日（金）１５：００～１７：３０ 

場 所：特定非営利活動法人有明海再生機構 事務室 

議 事： 

１．有明海の現状認識と今後の方向性について 

２．その他 
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【第４回 研究企画委員会】 

日 時：平成２５年２月８日（金）１０：００～１２：００ 

場 所：特定非営利活動法人有明海再生機構 事務室 

議 事： 

１．有明海の現状認識と今後の方向性について 

２．再生道筋検討委員会について 

３．その他 

  今後の予定について 

 

【第５回 研究企画委員会】 

日 時：平成２５年３月３日（日）１４：００～１６：００ 

場 所：特定非営利活動法人有明海再生機構 事務室 

議 事： 

１．有明海の現状認識と今後の方向性について 

  フリーディスカッション 

２．その他 

  今後の予定について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究企画委員会の様子 
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（３）開門調査総合検討部会 

 

開門調査総合検討部会メンバー 

座長  小松 利光  （九州大学 特命教授） 

委員  荒牧 軍治  （佐賀大学 名誉教授） 

委員  堤  裕昭  （熊本県立大学 教授） 

委員  大串 浩一郎 （佐賀大学 教授） 

委員  矢野 真一郎 （九州大学 准教授） 

委員  濵田 孝治  （佐賀大学 准教授）  

委員  齋田 倫範  （鹿児島大学 助教） 

委員  田井 明  （九州大学 助教） 

 

活動方針 

 開門（調査）の円滑かつ適切な実施に向け、科学的かつ客観的な立場に立ち、開

門調査の目的、開門調査の方法、開門調査の評価、その結果の全体的な再生ビジョ

ンの中での位置づけ、さらには一連の取り組みのプロセスなどについて、関係者間

の認識の共有化、合意形成に資することを目的とした取組を行う。 

 

平成２４年度の活動状況 

【第１回 開門調査総合検討部会】 

日 時：平成２４年４月２４日（火）１４：００～１６：３０ 

場 所：佐賀県自治会館 4階 会議室 B 

議 事： 

１．話題提供 

  ①諫早干拓事業に伴う諫早湾水質・底質特性に関する基礎的研究 

  佐賀大学 古賀教授 

  ②数値解析モデルによる有明海再生方策に関する研究 

  （諫早湾潮受堤防排水門開門による環境改善効果）報告書の解説 

  佐賀大学 濱田准教授 

２．シンポジウムについて 

  【開催日時】平成 24年 5月 26日(土曜日)１３：３０～１６：３０ 

  【開催場所】佐賀大学理工学部 6号館 １階 大講義室 

３．その他 

  今後のスケジュール 

要 旨： 

１． 古賀憲一先生より、土木学会の年次講演会に出した研究成果について情報提

供があり、その内容は、有限容積モデルで、諫早干拓事業完了後の諫早湾の水質
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特性について計算をし、諫早湾の水質変動は主として調整池からの排出負荷より

も有明海の輸送に支配される、等の話があり、その情報を基に議論を行った。 

２． 濱田先生からは、開門時のシミュレーション結果について説明があり、その

内容は、開門しても干潟再生は限定的ということ、開門前の対策無での全開門は

洗掘などの問題が大きいこと、海水交換量が少ない場合の諫早湾内の貧酸素水塊

発生のリスク、等の話があり、その情報を基に議論を行った。 

３． ５月２６日シンポジウム案について検討を行った。 

 

【第２回 開門調査総合検討部会】 

日 時：平成２４年７月７日（土）１３：３０～１５：３０ 

場 所：アバンセ ２階 特別会議室 

議 事： 

１．話題提供 

  鹿児島大学 佐藤教授 

２．佐藤教授との意見交換 

要 旨 

１． 佐藤先生より干潟の重要性、有明海、諫早湾に生息する生き物の特殊性など

についての情報提供をいただいた、その内容は、干潟生態系が持つ重要な機能と

して川から供給される大量の栄養を吸収する、結果として赤潮、貧酸素の抑制し

ている、泥干潟の貴重な生態系、有明海にしかいない生物の話があり、その情報

を基に議論を行った。 

２． 諌早干拓潮受堤防開門問題について意見交換を行った。 

 

【第３回 開門調査総合検討部会】 

日 時：平成２４年１０月３日（水）１４：００～１６：００ 

議 事： 

１．資料「諫早湾干拓事業の潮受堤防の排水門の開門時の調査計画（案）について」

について 

２．その他 

要 旨 

１．資料の内容について九州農政局より説明を受けその後意見交換を行った。その

内容は、調査データについては基本的に公表する予定（評価委員会等については

検討中）。調査地点を増やすことについては予算的には難しい、取捨選択の提案が

ほしい。個々の湾口部のラインでの DO測定はというのは最低限必要と考えている。

現時点ではいかなる結果が出ても 5年後一応閉める予定としか言えない。限られ

た予算上、諫早湾中心とした調査計画となっている。生物調査についてはモデル

の為だけに組んでいるのではない。その他にも多くの説明があった。 
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開門調査総合検討部会の様子 
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（４）再生道筋検討部会 

 

再生道筋検討部会（準備委員会）メンバー 

座長  大串 浩一郎 （佐賀大学 教授） 

委員  荒牧 軍治  （佐賀大学 名誉教授） 

委員  楠田 哲也  （九州大学 名誉教授） 

委員  速水 祐一  （佐賀大学 准教授）  

 

活動方針 

 生物多様性の保全、産業あるいは産業以外での活用など、地域ごとの特性に応じ

た課題等を整理し、持続可能な有明海と人との共生のあり方などについて、関係者

間で議論しながら合意形成の体制づくりを行うことを目的とした活動を行う。 

 

平成２４年度の活動状況 

 

【再生道筋検討部会 公開講座】 

日 時：平成２４年８月１８日（土）１３：３０～１７：００ 

場 所：佐賀大学 理工学部６号館２階 多目的セミナー室 

プログラム 

 １．開会       13：30～13：35 

 主催者挨拶  

 ・有明海再生機構 副理事長兼再生道筋検討部会座長 

  佐賀大学教授     大串 浩一郎 

 ２．第 1部 基調講演    13：35～14：35  

 「瀬戸内海の将来像と再生の道筋 ～大きな曲がり角にある管理制度～」 

 ・瀬戸内海研究会議会長・広島大学名誉教授 松田 治 

 ・・・・・・・・・・休  憩・・・・・・・・・ 14：35～14：50 

 ３．第２部 意見交換会    14：55～17：00 

   テーマ：再生道筋検討部会で検討すべき課題 

 座長 

 ・有明海再生機構 副理事長兼再生道筋検討部会座長 

  佐賀大学教授     大串 浩一郎 

要 旨 

 公開部会の詳細については「２ 自主事業の実施状況（４）再生道筋検討部会 公

開部会」をご参照ください。 
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【みずほ情報総研 相馬氏との意見交換の開催】 

日 時：平成２５年３月１２日（火）９：３０～１２：００ 

場 所：アバンセ ２階 特別会議室 

目 的： 

 「“きれいな海”から“豊かな海”へ」タイトルで東京湾、瀬戸内海などの海域が

抱える問題点やその対策における生態系モデルの果たす役割などについての情報提

供をみずほ情報総研株式会社環境エネルギー第 1部 担当部長/研究主幹 相馬明

郎氏より行っていただき、その後意見交換会を行いました。 

 

 

 

 

意見交換会の様子 
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２ 自主事業の実施状況 

 

 

（１）有明海再生機構成果発表会・・・・・・・・・・・・１２ 

（２）有明海再生機構ポスターセッション・・・・・・・・２６ 

（３）有明海講座・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７ 

（４）開門調査総合検討部会 公開部会・・・・・・・・・３９ 

（５）有明海再生に関する研究等助成事業・・・・・・・・５０ 

（６）有明海データベース整備事業・・・・・・・・・・・５３ 

（７）情報発信事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・５４ 

（８）再生技術開発等コンサルティング事業・・・・・・・５６ 



（１）有明海再生機構 成果発表会 

日 時：平成２４年５月２６日(土) １３：３０～１６：２５ 

場 所：佐賀大学 理工学部６号館都市工学科大講義室（佐賀市） 

参加者数：約６０名 

 

開催趣旨： 

 有明海再生機構において、昨年度から「開門調査総合検討部会」を設置し、開門

調査の円滑かつ適切な実施に向け、科学的かつ客観的な立場に立ち、開門調査のあ

り方や、その結果の全体的な再生ビジョンの中での位置づけなどについて検討を行

ってまいりました。平成２４年３月には、これまで議論してきた内容について中間

的に整理し、そのことについて正会員・支援会員間で意見交換を目的に公開部会を

開催いたしました。部会の成果、公開部会の成果を、当機構の支援会員を始め漁業

者や有明海周辺住民の皆様に成果報告をするとともに、議論をする目的で有明海再

生機構成果発表会を開催いたしました。 

 

プログラム： 

１．主催者挨拶 有明海再生機構理事長 荒牧 軍治 

２．第１部 特別講演 

   「有明海にしかいないエツの話」 

    高知大学 教授 木下 泉 

３．第２部 意見交換会 

    コーディネーター 荒牧 軍治 （有明海再生機構 理事長） 

    コメンテーター 小松 利光 （有明海再生機構 副理事長） 

    楠田 哲也 （有明海再生機構 顧問） 

    川上 義幸 （有明海再生機構 顧問） 

 

要 旨：  

第 1 部は高知大学木下教授

より元禄時代の有明海の話や、

シーボルトが見た有明海の魚

類の話から始まり、1950 年台

の食料増産計画に伴う日本中

の大干拓計画に於ける有明海

の大規模な干拓計画の話から

現在の諌早干拓までの干拓の

歴史、諌早干拓が始まってから

いままでの周辺の様子の推移
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などの有明海の変遷について概略が話された後、諫早湾締切後に、諫早湾内でエツ

が増えているという話がありました。潮受け堤防は干潮時しか開門されず、湾外か

らエツが侵入することは出来ないと考えられ、ギロチンで閉鎖される前から本明川

周辺にエツが生息し、それらが増殖したとしか考えられないという話がありました。

一般の人々はエツは筑後川（早津江川、六角川周辺）でしか産卵しないと考えられ

ておりましたが、実際には本明川にも生息していたことや、常時有明海と川を行き

来しているということや、卵は沈性卵ではなく分離沈性卵である事、その他にもこ

れまでの一般人の常識とは異なる事実が数多く紹介されました。 

第 2 部の意見交換では最初

に荒牧理事長よりこれまで有

明海再生機構が整理をしてき

た有明海の現状についての概

要説明、開門調査のあり方につ

いて、また、長期的な有明海再

生に向けて取り組むべき事柄

等についての意見が紹介され

ました。その後小松副理事長よ

り諫早湾内で締切後何が変わ

ったのか、又、開門したらどう

なると考えられるかなど、諫早湾、調整池の範囲についてより詳細な説明がありま

した。 

2 人の話題提供を受けコメンテーター、来場者を含めて意見交換会が始まり川上

顧問より有明海再生機構を立ち上げた趣旨やこれまでの取り組み方やそれによって

得られた成果についての総括、開門調査を控え今後は開門のあり方や開門後をどう

するかについて行政、漁業者、一般市民を含めた全体できちんと議論をすることが

必要、などの意見が出されました。 

漁業者からは諫早湾から排出されるの物質の拡散のモデルについて質問があり、

今でも諫早湾近傍の漁場では

諫早湾からの赤潮や悪水が西

部漁場を荒らしているという

実感があると意見が出されま

した。この点については、これ

までの調査研究の成果では諫

早湾締切は諫早湾内について

は影響があったと考えられて

おりますが、有明海湾奥部につ

いての影響についてははっき

り言える状況ではないという
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ことでした。また、ある漁民からは研究者との再生の到達点に対する認識にギャッ

プを感じており、漁師は生活出来ればそこが到達点との認識があるとの意見に対し、

研究者からは漁業者の認識とのギャップはあるが、生物多様性を含め有明海全体が

良くなることを到達点と捉えているとの意見や、漁業者の所得を基準に考え、行政

を含めトータルで考えるべき等の意見が出されました。 

最後に開門を調査だけのためでなく諫早湾の環境を良くし、そこの資源の回復さ

せる視点が必要などの意見が出ました。様々な意見がだされ、皆で議論をしながら

考えていく、今後有明海を考えていく上で、行政、漁民、研究者、一般市民全体で

多方面からの様々な意見を集約し、共通認識を持って全体で取り組んでいく必要性

を感じた意見交換会でした。 
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 (２)有明海再生機構ポスターセッション 

 
日 時：平成２４年５月２６日(土) １３：００～１３：３０ 

場 所：佐賀大学 理工学部６号館都市工学科 １階ロビー（佐賀市） 

開催趣旨： 
 NPO 法人有明海再生機構成果発表会に併せ、ポスターセッションを開催致しました。 
 本セッションは、当機構の公募型研究助成の成果を広く紹介し、発表を通じ、会員及び

参加者との活発なディスカッションや情報交換が行われることを期待して開催しました。 
 
発表者、研究一覧： 
１．「諫早湾干拓事業による潮汐振幅と河川水の挙動の変化に関する研究」 
 九州大学高等研究院 助教 田井 明 
２．「有明海奥部海域の水柱で生じる窒素除去過程の定量的評価」 
 熊本県立大学環境共生学部環境資源学科 助教 小森田 智大 
 
 
 
 
 

 
 

有明海再生機構ポスターセッションの様子 
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（３）有明海講座 

日 時：平成２４年９月２１日（金）１４：００～１５：３０ 

場 所：アバンセ 第２研修室（佐賀市） 

受講者数：約８０名 

テーマ ：有明海の潮汐・潮流について 

講 師：九州大学 助教 田井 明 氏 

内 容：CPDS認定講座 

有明海講座は有明海を市民の皆様に知っていただく機会として毎年開催いたしてお

ります。今回は会場定員 81名のところ 74名の来場者を迎え、これまでにない盛況な

中で開催されました。 

田井助教から、有明海の水環境が悪くなっていることと潮汐潮流がどう関わってい

るのか、諌早の干拓事業で何が変わったのかについてお話いただきました。 

最初に潮汐・潮流についてその現象の説明と最近の潮汐の変化について、変化に伴

い発生しやすくなった貧酸素のお話がありました。次に有明海における潮汐の変化の

原因について個々の原因がどのくらいの影響を及ぼしているのかについて非常にわ

かりやすく説明いただきました。田井先生によると、有明海における潮汐の減少の主

たる原因は「18.6年周期の月の昇交点運動による潮汐の変動」の影響が最も大きいと

いう研究結果が出ているそうです。また、あくまでも数値シミュレーションの結果で

すが、有明海全体、湾奥に関しては過去の干拓の影響は見ることができるが、諌早干

拓の影響はあまり出ていないと考えられるということでした。ただ、諫早湾内だけを

見ると諫早干拓の影響が大きいそうです。このような結果から諌早干拓潮受堤防の開

門によって潮汐潮流が回復し、有明海の環境が良くなるというのはちょっと考えづら

いとの説明がありました。 

 

 

有明海講座の様子 
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（４）再生道筋検討部会 公開部会 

日 時：平成２４年８月１８日（土）１３：３０～１７：００ 

場 所：佐賀大学 理工学部６号館 ２階 多目的セミナー室 

対象者：正会員・支援会員・報道機関 (参加者数：約４０名) 

開催趣旨 

 有明海再生機構はこれまで約7年間、有明海の再生に向け取り組んでまいりました。

その結果、科学的知見の体系的整理などにおいては一定の成果を果たす事ができたと

思っております。現在、最大の課題は、当初からの懸案であった、有明海の将来像が

描けていないこと、また、広域的な取組体制や仕組みがないことがあげられます。こ

れらの課題について海域環境問題の先駆的な取組事例である瀬戸内海について学ぶ

機会を設ける目的で開催いたしました。 
公開部会概要： 

 前半の基調講演では、広島大学名誉教授松田治氏より瀬戸内海における環境問題への取

り組みについて、瀬戸内海について、瀬戸内海の環境変遷や、環境改善への取り組みの歴

史、環境改善に向けた組織について、瀬戸内海が抱える問題点などについて詳しく説明を

いただきました。 
 瀬戸内海では公害、赤潮の発生から環境改善に向けた取り組みが始まり、富栄養化の解

消を目的とした総量規制などの対策が取られ、今では環境指数の窒素・リンなどについて

は非常に改善され水質環境はよくなったことが紹介されました、しかし、生物環境として

よくなったわけではないことが問題となっており、現在では水質改善中心の取り組みから

里海という視点での環境改善への取り組みに変わってきている現状についての話がありま

した。 
後半の意見交換では「再生道筋検討部会で検討すべき課題」として４つのテーマ、「適正な

漁業の在り方」「有明海の調査研究の継続」「有明海の管理システム」「有明海の将来像」を

中心に出席者の方から意見等をいただきました。のりや二枚貝の話、付加価値の創出、研

究者育成へのアイデア、環境再生へ向けたボトムアップでの取り組み事例紹介、リーダー

シップのあり方、管理システム構築の話、生物多様性の話など多くの意見等が出ました。 

今後、再生道筋検討部会において個々の意見について更なる検討を重ね再生に向けた 
取り組みを進めていきたいと考えております。 
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Introduction to International EMECS Activities
Environmental  Management of  Enclosed Coastal Seas

1. International EMECS Conference

2. PEMSEA related activities
International EMECS Center is a non-state
partner of PEMSEA
( Partnership in Environmental Management
of Sea of East Asia ) 

3. Other activities
Publications
JICA-EMECS training course

29

EMECS Conference

2nd November 10-13,1993 
Baltimore, Maryland, U.S.

3rd August 11-14, 1997
Stockholm, Sweden

4th November 9-12, 1999 
Antalya, Turkey

5th November 19-22, 2001 
Kobe / Awaji, Japan

8th October 27 - 30, 2008

Shanghai, China

7th May 9-12, 2006 
Caen, France

6th November 18-21, 2003 
Bangkok, Thailand

August 3-6, 1990 
Kobe, Japan

9th August 28-31, 2011
Baltimore, Maryland, U.S.

10th November Turkey 2013

30

http://www.conference.ifas.ufl.edu/emecs9/index.html

9th EMECS (2011) in Baltimore, USA
31

EMECS 10 – MEDCOAST 11 
JOINT CONFERENCE

30 Oct – 03 November 2013
Grand Yazici Club Turban Hotel, Marmaris, 

Turkey
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（５）有明海再生に関する研究等助成事業 

 

 有明海再生に寄与する研究等の活性化を図るため、大学等の研究者や企業、ＮＰＯ等が有明

海の再生を目的として実施する調査・試験・研究に必要な経費（国等へ研究費助成を申請する

ための準備調査・試験・研究を含む）の一部を助成する「公募型研究助成事業」を実施しまし

た。 

 平成 24年度は次の１件を採択しました。 

 

＜採択事業＞ 

 

№ 申請者 研究等の名称 

１ 
九州大学 

田井 明 助教 
早崎瀬戸の流動特性と物質輸送構造について 

 

研究結果報告については、次頁をご覧ください。 
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早崎瀬戸の流動特性と物質輸送構造について

九州大学高等研究院 田井 明

1 はじめに

有明海の湾口である早崎瀬戸の流動構造は，潮汐振幅の変動や湾奥の干拓による入退潮量の変化や影響を

強く受ける．また，藤原ら (1997)が大阪湾で示したような外海からの内湾への栄養塩負荷について，有明

海においても黒潮の分岐した流れの影響を受けている可能性がある．しかし，湾口部の早崎瀬戸の流動構造

や物質輸送特性に関してはほとんど研究例がなく不明な点が多い．そこで，本研究では，現地観測と数値シ

ミュレーションにより，それらの検討を行った．

2 方法

Fig.1に示す早崎瀬戸周辺において混合期に一潮汐間の現地観測を実施した．観測内容は，超音波ドップ

ラー流速計 ADCPによる流速観測，多項目水質計による CTD観測を実施する．さらに，採水サンプルよ

り三態窒素，リン酸態リンの分析を行った．また，POMを用いた数値シミュレーションにより湾奥の干拓

の影響による流動特性の変化を解析する．当日の潮汐は，Fig.2に示すとおりで，上げ潮最強時と下げ潮最

強時に南北ライン，満潮時と干潮時に東西ラインの 4セットの観測を実施した．

3 結果

Fig.3，Fig.4 に，潮流最強時における無機態窒素 DIN の南北ラインの断面分布を示す．これから分か

るように，上げ潮時の値が下げ潮時に比べて大きく，DINは外海から有明海内へ流入している可能性が高

い．また，図示はしていないが，この海域の栄養塩の空間分布は潮時によって大きく異なっていることが分

かった．

Fig.5，Fig.6に，潮流最強時における水深平均流速の分布を示す．上げ潮時では，観測ライン北部では

有明海から流出する方向になっており，南部に向かうにつれて潮流流速が大きくなり，水深平均で 3m/s近

い非常に大きい潮流流速が生じていた．また，流向は真東よりも南よりであった．下げ潮時では，観測ライ

ンの中央より北側で流速が大きくなっていること，流向は真西よりも北よりであることが分かる．

Fig.7，Fig.8に，POMによって得られた 2000年代と 1900年代のM2 潮流速分布とM2 潮潮流楕円の

分布を示す．潮流楕円の分布より，観測で得られた流向などの特性をよく表していることが分かる．また，

湾奥の地形変化により流速が減少していることが分かる．

Fig.1: 観測地点
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Fig.2: 観測当日の潮汐（口之津）
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Fig.3: 上げ潮最強時のDINのイソプレット（µmol/l）
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Fig.4: 下げ潮最強時のDINのイソプレット（µmol/l）
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Fig.5: 上げ潮最強時の水深平均流速
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Fig.6: 下げ潮最強時の水深平均流速

Fig.7: 数値シミュレーションで得られた 2000年代の

流速分布

Fig.8: 数値シミュレーションで得られた 1900年代の

流速分布

4 まとめ

本研究により，早崎瀬戸の流動構造と湾奥の干拓の影響についての知見を得ることができた．また，DIN

の結果で示されたように，外海からの栄養塩の供給が行われていることなどが示された．早崎瀬戸は，その

強い潮流のために非線形作用が強く有明海内の潮汐増幅率に大きな影響を与えることや，外海からの物質輸

送の入り口になることからその流動特性に関して，密度成層期の観測など，今後も検討していきたい．

本研究を実施するにあたり，西海区水産研究センター徳永貴久研究員，鹿児島大学齋田倫範准教授，長崎

大学多田彰秀教授，春野良太様には大変お世話になりました．ここに記して感謝の意を表します．
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（６）環有明環境情報データベース 

  
環有明環境情報データベースを平成２１年度より運用をしています。 

この環有明環境情報データベースは、有明海の環境改善を促進するために、一方通

行の情報提供だけではなく、有明海の研究者や関心のある一般の人々が集い、双方向

の情報提供やコミュニケーションを目的としたウェブサービスです。 

有明海周辺の環境に関連するデータについて、検索・地図表示・掲示板・Wikipedia

の各機能をウェブ上で利用できます。 

※データのダウンロード・Wikipedia の編集は正会員ユーザーのみ可能です。 

現在、データベースの充実を図るため掲載データの提供をお願いしております。ご

協力の程よろしくお願い致します。 

 

■ アクセス方法 

『環有明環境情報データベース』URL http://kankyo.npo-ariake.jp/ 
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（７）情報発信事業 

  

有明海再生に関連する情報、機構活動状況等をインターネット、ニューズレター等を使用

して情報発信しました。また、講演会などの事業報告書として冊子を発行しました。 

 

【ニューズレターの発行】 

21 号（7月）・22号（9月）・23号（1 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニューズレターABROの PDFデータは下記アドレスでもご覧いただけます。 

http://www.npo-ariake.jp/reference/abro.html 
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【報告書等の発行】 

１）平成２４年度年報 

２）平成２４年度成果発表会・再生道筋検討部会 公開講座・有明海講座 講演録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記冊子の PDFデータは下記アドレスでもご覧いただけます。 

http://www.npo-ariake.jp/reference/report.html 
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【ホームページでの活動状況報告】 

URL http://www.npo-ariake.jp/ 

 

 
 

 ＊有明海再生機構がこれまで発行した、講演会・シンポジウムの記録（講演録）、小冊子、

中間とりまとめなどの発行物を PDF としてすべて掲載しております。これまでの有明海

研究に関する情報を見ることができますので、ぜひホームページをご覧ください。 

 

 

（８）有明海再生技術コンサルタント事業 

 
支援会員の皆様の有明海再生に関する調査・研究、技術開発の事業活動について、正会員

（大学等の研究者）が助言を行うことで、支援会員の事業活動を支援していくことを目的に

実施しております。 

支援会員を対象に広報を行いましたが、申し込みはありませんでした。 

 

 相談件数：０件 
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３ 受託事業の実施状況 

 

 

（１）有明海再生方策検討事業・・・・・・・・・・・・・５７ 

 



（１）有明海再生方策検討事業 

 

佐賀県では、有明海湾奥部の海域環境の改善と二枚貝類の回復が急務となっており、

再生に向けた対策は様々提案されているが、有明海湾奥部の地域の特性を踏まえた総合

的な検討は進んでいない。このため、再生方策を総合的に検証するとともに開門調査の

ための環境アセスメントや開門調査方法に対して意見を述べるための科学的知見を得

ることを目的として平成２１年度から事業受託し、有明海再生方策検討事業を実施して

います。 

当機構では、これまで提案されている再生策が実施された場合について数値解析モデ

ルを用いて効果の検証を行いました。 

 

平成２４年度は下記のケースについて、数値解析モデルを用いて検証を行いました。 

 

１．開門による環境改善効果（再生方策）の検討 
開門による環境改善効果を数値解析モデルにより定量的に解析し、有明海の海

域環境に与える影響について検討いたしました。（調整池内の干潟再生といった、

長期的に開門した場合の影響も含めた評価をおこなう。） 
 

２．開門調査方法の検討 
湾奥部の環境改善効果を適切に評価するための開門調査方法を検討いたしまし

た。［具体的な調査方法（調査項目、地点、手法等）の検討を行う。］ 
 

概略：モデルによる検討の結果、制限開門では赤潮、貧酸素については有明海湾奥部

に及ぶ大きな変化は起こらないが、調整池内の環境は変化し貧酸素水塊が悪化する可

能性があることが示された。干潟再生については現時点の成果ではほとんど再生が期

待できない結果となった。 
開門調査方法については、調査が無駄とならぬよう、開門影響の範囲を明確にできる

ように観測体制を充実の必要性、得られたデータの十分な検証の必要性、調査に伴う

漁業被害を防ぐ監視の必要性、予期せぬ事態に柔軟に対応出来る体制構築の必要性な

どが示された。今回、開門はごく一部に限られ、開門による有明海異変問題解決はあ

まり期待できそうでないことや、今後の環境改善と持続的利用のためには住民、行政、

研究機関の連携が必要であること等が示された。 
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４ 会員名簿 

 

 

（１） 正会員・・・・・・・・・・・・・・・・５８ 

（２） 支援会員・・・・・・・・・・・・・・・５９ 

 



（１）正会員 

有明海再生に関する研究を学術的に行う大学等の研究者の方々です。 

当機構の目的にご賛同いただき、活動の推進役としてご活躍いただいており

ます。 

平成２５年３月末 現在２６名 五十音順、敬称略  

 

氏名    所属          役職 

荒牧 軍治  佐賀大学         名誉教授 

伊豫岡 宏樹  福岡大学 工学部 社会デザイン工学科 助手 

梅崎 健夫  信州大学 工学部 土木工学科    准教授 

大串 浩一郎  佐賀大学大学院 工学系研究科    教授 

大和田 紘一  東京大学         名誉教授 

片野 俊也  佐賀大学 低平地沿岸海域研究センター 准教授 

鬼頭 鈞   水産大学校         名誉教授 

楠田 哲也  九州大学         名誉教授 

小松 利光  九州大学         特命教授 

小森田 智大  熊本県立大学 環境共生学部    助教 

齋田 倫範  鹿児島大学 工学部      助教 

瀬口 昌洋  佐賀大学 農学部       教授 

田井 明   九州大学大学院 高等研究院    助教 

夛田 彰秀  長崎大学大学院工学研究科     教授 

田端 正明  佐賀大学         名誉教授 

玉置 昭夫  長崎大学 水産学部      教授 

堤 裕昭   熊本県立大学 環境共生学部    教授 

中田 英昭  長崎大学 水産学部      教授 

濱田 孝治  佐賀大学 低平地沿岸海域研究センター 准教授 

速水 祐一  佐賀大学 低平地沿岸海域研究センター 准教授 

日野 剛徳  佐賀大学 低平地沿岸海域研究センター 教授 

平田 登基男  鹿児島工業高等専門学校     名誉教授 

本城 凡夫  香川大学 瀬戸内圏研究センター   センター長 

松岡 數充  長崎大学 

環東シナ海海洋環境資源研究センター   教授 

矢野 真一郎  九州大学大学院 工学研究院    准教授 

和田 実   長崎大学 水産学部      准教授 
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（２）支援会員 

当機構は、団体、個人等各界のご支援を得て有明海再生に向けて大学、国、県の研究機関や

企業等と連携して調査研究やシンポジウムの開催など意欲的に活動しております。 

※ 平成２５年３月末現在で会費を納入いただいている会員名のみ掲載 

         （五十音・敬称略） 

○支援会員（企業・団体） 
味の素(株)九州事業所 

いであ(株)九州支店 

王子マテリア(株)佐賀工場 

岡本建設(株) 

環境保全(株)九州支社 

(財)九州環境管理協会 

(株)九州コーユー 

九州積水工業(株) 

九州電力(株) 

(株)九電工 佐賀支店 

(株)建設技術研究所 九州支社 

国際技術コンサルタント(株) 

佐賀県有明海沿岸市町水産振興協議会 

佐賀県有明海漁業協同組合 

(財)佐賀県環境科学検査協会 
(社)佐賀県県土づくりコンサルタンツ

協会 

(財)佐賀県土木建築技術協会 

(株)佐賀銀行  

(株)佐電工 

(株)サン海苔 

サンコーコンサルタント(株) 

(株)SUMCO 九州事業所 

(株)精工コンサルタント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第一製網(株) 

東亜工機(株) 

(株)東京建設コンサルタント九州支

店 

 (株)戸上電機製作所 

中島商事(株) 

（株）中野建設 

西日本技術開発(株) 

西松建設(株)九州支店 

(株)日水コン 

日東製網 (株) 

日本建設技術(株) 

日本地研(株) 

(株) 福岡商店 

(財)福岡県すこやか健康事業団 

復建調査設計(株)福岡支社 

松尾建設(株) 

(株)丸福建設 

(株)ミゾタ 

牟田建設（株） 

 

 

（計 42 団体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○支援会員（個人） 

江口 隆陽 

川添 宏市 

久保 順治 

近藤 潤三 

東島 誠路 

平尾 健 

藤井 弘治 

古谷 宏 

松本 力 

宮崎 芳朗 

森永 浩通 

吉村 弘美 

鷲尾 真佐人 

江頭 泰弘 

（計 14名） 

 

 

 

支援会員募集のご案内 

有明海の再生を願い当機構の主旨にご賛同いただき、活動を支援してくださる支援会員（企業・団体・個人）

を募集しております。 

年会費：企業・団体 一口 ５万円  個人 一口 １万円 

※詳しくは事務局までお問い合わせ下さい。 
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５ 参考資料 

 

 

（１）ニューズレター（第 21／22／23号）・・・・・・・６０ 
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